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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第３四半期連結
累計期間

第65期
第３四半期連結
累計期間

第64期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

営業収益（千円） 2,154,729 2,534,676 2,923,488

経常損失(△)（千円） △1,273,635 △559,068 △1,534,088

四半期（当期）純損失(△)（千円） △919,443 △729,524 △1,488,957

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△1,375,629 △1,021,198△2,051,433

純資産額（千円） 13,260,231 11,530,40212,584,427

総資産額（千円） 19,356,033 15,154,81418,507,843

１株当たり四半期（当期）純損失金

額(△)（円）
△97.35 △77.24 △157.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 59.1 66.4 58.8

　

回次
第64期

第３四半期連結
会計期間

第65期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

１株当たり四半期純損失金額(△)

（円）
△29.79 △25.59

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益については、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年

12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

24号　平成21年12月４日）を適用し、遡及処理しております。　

３．営業収益には、消費税等は含んでおりません。　

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第64期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。
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２【事業の内容】

　第１四半期連結会計期間において、当社が平成23年７月１日付で持株会社体制へ移行することに伴い、「マネジメン

ト・アプローチ」に鑑みた経営者による業績管理区分に基づいた報告セグメントへの変更について検討した結果、現

在の報告セグメントをベースに、より分かりやすい区分・名称とするため報告セグメントの変更を行っております。　

従来、報告セグメントとして「投資・金融サービス業」と「その他の事業」に区分しておりましたが、「その他の事

業」を①生活・環境事業、②スポーツ施設提供業、③不動産事業、④その他として報告セグメントを区分しておりま

す。

　また、当社は平成23年４月に投資・金融サービス業の商品先物取引部門から、５月に外国為替証拠金取引部門から撤

退しております。連結子会社である㈱コバヤシコーポレーションは、㈱小林洋行コミュニケーションズと商号を変更

し平成23年６月から「その他」の報告セグメント、インターネット広告業を行っております。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

当社グループは投資・金融サービス業を主な事業領域としており、なかでも営業収益の大半を占めている商品先物

取引業は、全国商品先物取引所総売買高が平成16年３月期をピークに７期連続して前年度を下回るという未曾有の経

営環境に直面しております。当社グループは、平成23年３月期まで５期連続して営業損失を計上し、営業キャッシュ・

フローも４期連続してマイナスとなっております。このような経営環境は平成24年３月期に入っても改善は見られ

ず、当第３四半期連結累計期間において681百万円の営業損失を計上しております。

これにより、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在

しております。　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にあるなか

で、復興需要などにより一部持ち直しの動きが見られましたが、円高基調の継続やユーロ安の進行が企業収益を圧

迫しており、雇用情勢は引き続き厳しい状況にあります。また、欧州債務危機を発端にした世界的な金融市場の混

乱による欧米経済の減速懸念などの下振れリスクが多く存在しており、景気の先行きは不透明感が濃くなってお

ります。　

　このような経済状況のもとで、当社グループ（当社及び連結子会社）は、不採算事業で将来性の見込めない事業

からの撤退を進めるとともに営業費用の圧縮に努めておりますが、グループ経営組織の再構築の過程でもあり、経

営状況は改善するまでには至っておりません。

　当社グループの主たる事業である投資・金融サービス業のうち商品先物取引部門においては、不招請勧誘の原則

禁止や景気の低迷等により市場の流動性の回復が遅れておりましたが、欧州債務問題により世界景気が抑制され

るとの警戒感から、投資資金が株式や債券からの逃避先として安全資産である金へと流れた結果、金価格は上昇し

売買高の増加に繋がりました。このような環境を背景にボラティリティの大きかった貴金属市場の活況もあり、全

国商品取引所総売買高は前年同期間と比較して11.9％増の51,257千枚となっております。

　生活・環境事業におきましては、自然エネルギー指向の高まりから太陽光発電が注目を集めておりますが、販売

競争の激化から利益率が低下しております。また、スポーツ施設提供業では、ゴルフ場が集客面において期初より

伸び悩んでいましたが、秋以降、次第に改善傾向が表れ始めました。　　

　この結果、第３四半期連結累計期間の業績は、営業収益2,534百万円（前年同四半期比17.6％増）、営業損失681百

万円（前年同四半期は営業損失1,318百万円）、経常損失559百万円（前年同四半期は経常損失1,273百万円）、四

半期純損失729百万円（前年同四半期は四半期純損失919百万円）となりました。

　　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、従来、①投資・金融サービス業以外の「その他の事業」の営業収益は、売上原価を控除した数値を「その

他」として計上しておりましたが、第１四半期連結会計期間において、営業収益の区分表示（売上高、売上原価）

を行ったことに伴い、②生活・環境事業、③スポーツ施設提供業、④不動産業、⑤その他につきましては、前年同四

半期との比較を行っておりません。

① 投資・金融サービス業　

当第３四半期連結累計期間の投資・金融サービス業は、子会社㈱丸梅が平成23年３月末で商品先物取引業を廃

止していることなどが減収要因としてありましたが、金価格の高騰により貴金属市場の売買高が膨らんだことも

あり受取手数料は1,204百万円（前年同四半期比19.1％減）となりました。また、証券部門の自己ディーリングが

株式相場の低迷が響き伸び悩んだことから113百万円（前年同四半期比53.1％減）となりました。その他の金融

収益等13百万円（前年同四半期比45.2％減）を含めた営業収益は1,331百万円（前年同四半期比24.1％減）、セ

グメント損失は386百万円（前年同四半期はセグメント損失795百万円）となりました。　
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　当第３四半期連結累計期間における投資・金融サービス業の営業収益は、次のとおりであります。　

イ．受取手数料

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

商品先物取引   

 現物先物取引   

  農産物市場  113,791 △50.3

  砂糖市場  407 △81.4

  貴金属市場  1,001,890 12.7

  ゴム市場  11,923 △22.3

  石油市場  38,588 △85.6

 小計 1,166,600 △16.9

 現金決済取引   

  石油市場  2,122 10.3

  貴金属市場  25,758 25.9

 小計 27,880 24.5

商品先物取引計 1,194,481 △16.2

外国為替証拠金取引 9,116 △84.8

証券取引等 1,119 △41.5

合計 1,204,717 △19.1

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

ロ．売買損益

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

商品先物取引   

 現物先物取引   

  農産物市場  △26,296 －

  貴金属市場  26,388 －

  ゴム市場  △767 －

  石油市場  △2,502 －

 小計 △3,177 －

 現金決済取引   

  石油市場  3,051 －

 小計 3,051 －

 海外先物取引 △673 －

 小計 △673 －

商品先物取引計 △799 －

商品売買損益 14,739 619.0

外国為替証拠金取引 14,305 △37.6

証券取引等売買 84,844 △56.3

合計 113,089 △53.1

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

ハ．その他

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

金融収益 12,607 △48.4

その他 924 233.4

合計 13,531 △45.2

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　
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　当社グループの商品先物取引の売買高に関して当第３四半期連結累計期間中の状況は次のとおりであります。

ニ．商品先物取引の売買高の状況

市場名 委託（枚）
前年同四半
期比(％)

自己（枚）
前年同四半
期比(％)

合計（枚）
前年同四半
期比(％)

現物先物取引       

農産物市場 74,865△39.6 2,970 △96.0 77,835△60.5

砂糖市場 1,054 △70.8 － － 1,054 △72.6

貴金属市場 327,412 10.9 379,292△49.6 706,704△32.6

ゴム市場 28,537△30.1 10,074△88.8 38,611△70.4

石油市場 33,981△76.3 4,828 △94.0 38,809△82.6

小計 465,849△23.3 397,164△60.1 863,013△46.2

現金決済取引       

石油市場 55,4521,786.1 928 △90.1 56,380 357.3

貴金属市場 4,840 △87.3 339 △97.8 5,179 △90.4

小計 60,292 47.1 1,267 △95.0 61,559 △6.9

合計 526,141△18.8 398,431△61.0 924,572△44.6

（注）商品先物取引における取引の最低単位を枚と呼び、例えば一般大豆は１枚10トン、金は１枚１kgというよう

に１枚当たりの数量は商品ごとに異なります。　

　当社グループの商品先物取引に関する売買高のうち当第３四半期連結累計期間末において反対売買により決済さ

れていない建玉の状況は次のとおりであります。

ホ．商品先物取引の未決済建玉の状況

市場名 委託（枚）
前年同四半
期比(％)

自己（枚）
前年同四半
期比(％)

合計（枚）
前年同四半
期比(％)

現物先物取引       

農産物市場 2,498 △37.9 10 △98.8 2,508 △48.2

砂糖市場 62 △69.0 － － 62 △69.0

貴金属市場 2,960 △32.6 66 △93.5 3,026 △44.1

ゴム市場 189 △56.6 － － 189 △60.4

石油市場 473 △63.3 － － 473 △64.9

小計 6,182 △40.2 76 △96.1 6,258 △49.0

現金決済取引       

石油市場 58 7.4 － － 58 △26.6

貴金属市場 912 △32.3 － － 912 △32.8

小計 970 △30.8 － － 970 △32.5

 合計 7,152 △39.1 76 △96.1 7,228 △47.3

② 生活・環境事業　

当第３四半期連結累計期間の生活・環境事業は、原子力発電所の事故以降、太陽光発電機の需要が拡大している

一方で、販売価格の引き下げなどの販売競争が過熱しております。また、オール電化機器等は電力供給不安などが

影響しやや低調であったことから売上高は726百万円となりました。それ以外の生命保険・損害保険の募集の受取

手数料などを含めた営業収益は791百万円、セグメント損失は69百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間における生活・環境事業の営業収益は、次のとおりであります。　

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

太陽光発電機・オール電化機器等の販売事業 726,414 －

生命保険・損害保険の募集 46,386 －

ＬＥＤ照明等の販売事業 18,304 －

合計 791,105 －

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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③ スポーツ施設提供業　

当第３四半期連結累計期間のスポーツ施設提供業は、震災や猛暑の影響などによりゴルフ場の来場者数が伸び

悩んでおりましたが、秋以降は天候に恵まれたことなどから回復傾向にあり営業収益は324百万円、セグメント利

益は28百万円となりました。

　

④ 不動産業　

　当第３四半期連結累計期間の不動産業の営業収益は57百万円、セグメント利益は36百万円となりました。

　

⑤ その他　

　当第３四半期連結累計期間のインターネット広告業などの営業収益は29百万円、セグメント損失は55百万円とな

りました。

　

（2）業務上及び財務上の対処すべき課題　

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

　該当事項はありません。

（4）従業員数

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループは不採算事業で将来性が見込めない部門からの撤退を進める

など、大幅な事業構造の改善を行いました。これに伴い、当社の持株会社体制への移行及び外国為替証拠金取引部

門やディーリング部門など廃止や承継した部門において退職者や他部門への転籍者がいたことなどから、投資・

金融サービス業の従業員数は前連結会計年度末から54名減少し132名となり、当社グループの当第３四半期連結会

計期間末の従業員数は、前連結会計年度末と比較して39名少ない197名となっております。

　なお、従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む。）であります。　

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と

見通しについて重要な変更はありません。　

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産額は、前期末と比べ3,353百万円減少し15,154百万円となりました。これは

主に現金及び預金の減少945百万円及び差入保証金の減少1,944百万円によるものであります。 

　負債総額は、前期末と比べ2,299百万円減少し3,624百万円となりました。これは主に預り証拠金の減少1,969百万

円によるものであります。

　純資産額は、前期末と比べ1,054百万円減少し11,530百万円となりました。これは主に当四半期純損失729百万円、

その他有価証券評価差額金の減少72百万円及び少数株主持分の減少227百万円によるものであります。

　なお、当社グループの当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は66.4％であり、当面、財務面に不安は無い状

態であると考えております。

（7）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

ります。当社グループは、投資・金融サービス業の収益への依存度が高く、なかでも商品先物取引部門の受取手数

料収入が収益の柱となっている現状から、商品先物取引法の施行に伴い不招請勧誘が原則禁止となったことが、今

後の収益に対してどの程度影響するか不透明な状況であり、事業環境は厳しい状況が続くものと予想されます。

　当社グループといたしましては、現状の収益構造を鑑み、商品先物取引部門においては不招請勧誘の原則禁止等

の規制ルールを遵守し、そのうえで積極的な営業を展開することにより安定した収益の確保を図ってまいります。

また、投資・金融サービス業の収益への依存度を軽減させるべく、それ以外の事業部門の育成・拡大に努めるとと

もに、Ｍ＆Ａを活用し高収益の事業会社を当社グループに取り込んでまいります。
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（8）継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象を解消するための対応策　

　当社グループでは継続的な営業損失の発生または営業キャッシュ・フローのマイナスという状況から早期に脱

却するための改善策として、不採算事業で将来性の見込めない部門からの撤退を進めており、営業収益の大半を占

めている金融・投資サービス業における営業収益の改善を最優先課題と位置づけております。その対応策として、

商品先物取引部門は、不招請勧誘の原則禁止等の規制ルールを順守し、そのうえで積極的な営業を展開してまいり

ます。こうしたなか、商品先物取引の専門業者としてのノウハウを活かし、お客様の理解度に応じた習熟度別セミ

ナーやテクニカル分析などの投資スタイル別勉強会などを開催し、お客様の獲得を図ってまいります。

　投資・金融サービス業以外の収益源として、ゴルフ場の運営、太陽光発電機・オール電化機器、ＬＥＤ照明を中心

とした省エネ機器等の販売、生命保険・損害保険の募集業務を積極展開してまいります。太陽光発電機・オール電

化機器の販売に関しましては、需要の増加を業績向上に結びつけるために営業体制の強化を行い、生命保険・損害

保険の募集業務においても、来店誘致型店舗の活用など業容の拡大に努めております。　

　また、当社グループ所有の不動産は、賃貸マンション、駐車場の賃貸、テナント物件として有効活用しております

が、今後、より高収益が期待される賃貸用不動産としてビジネスホテルを建設し、一括賃貸することで長期の安定

収入を確保する計画に着手しております。これらのことを確実に実行し、キャッシュ・フローの改善へとつなげて

まいります。

　なお、当社は事業環境の変化に対し、より一層のスピードで経営していくために平成23年７月１日より持株会社

体制へ移行いたしました。今後はＭ＆Ａを積極的に活用し、高収益の事業会社を新たにグループ会社に取り込み、

株主価値の増大を目指してまいります。　

　このように、上記の既に実施している施策を含む効果的かつ実効可能な対応を行うことにより、継続企業の前提

に関して重要な不確実性は認められないものと判断しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 27,000,000

計 27,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,094,644 10,094,644
東京証券取引所 

市場第一部
単元株式数100株

計 10,094,644 10,094,644 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成23年10月１日

～平成23年12月31日
－ 10,094,644 － 2,000,000 － 887,445

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　650,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　9,443,200 94,432 －

単元未満株式 普通株式　　　1,344 － －

発行済株式総数 10,094,644 － －

総株主の議決権 － 94,432 －

 ②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社小林洋行

東京都中央区

日本橋蛎殻町

一丁目15番7号

650,100 － 650,100 6.44

計 － 650,100 － 650,100 6.44

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について至誠監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,323,219 5,377,873

受取手形及び売掛金 83,889 80,311

有価証券 219,404 319,173

商品及び製品 75,792 29,465

原材料及び貯蔵品 17,186 7,056

差入保証金 3,553,748 1,608,838

その他 1,983,793 1,767,281

貸倒引当金 △10,749 △10,926

流動資産合計 12,246,284 9,179,073

固定資産

有形固定資産 3,805,009 4,012,624

無形固定資産

その他 151,744 106,266

無形固定資産合計 151,744 106,266

投資その他の資産

その他 2,343,124 1,890,526

貸倒引当金 △38,320 △33,676

投資その他の資産合計 2,304,803 1,856,850

固定資産合計 6,261,558 5,975,741

資産合計 18,507,843 15,154,814

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 85,236 46,063

未払法人税等 28,966 23,461

預り証拠金 4,761,403 2,791,670

その他 457,180 235,474

流動負債合計 5,332,787 3,096,670

固定負債

長期借入金 27,761 51,443

退職給付引当金 181,584 157,997

商品取引事故引当金 27,177 －

その他 253,433 249,766

固定負債合計 489,956 459,206

特別法上の準備金

商品取引責任準備金 79,005 47,586

金融商品取引責任準備金 21,666 20,947

特別法上の準備金合計 100,671 68,534

負債合計 5,923,415 3,624,411
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,000,000 2,000,000

資本剰余金 888,445 888,445

利益剰余金 8,273,615 7,520,480

自己株式 △454,348 △454,348

株主資本合計 10,707,713 9,954,577

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 176,825 103,848

その他の包括利益累計額合計 176,825 103,848

少数株主持分 1,699,888 1,471,975

純資産合計 12,584,427 11,530,402

負債純資産合計 18,507,843 15,154,814
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

営業収益

受取手数料 1,516,917 1,251,103

売買損益 241,258 113,089

売上高 27,738 1,156,950

その他 368,814 13,531

営業収益合計 2,154,729 2,534,676

売上原価 21,401 770,003

営業総利益 2,133,328 1,764,672

営業費用 3,451,642 2,445,750

営業損失（△） △1,318,313 △681,078

営業外収益

受取利息 11,665 6,049

受取配当金 32,761 26,061

貸倒引当金戻入額 － 4,493

償却債権取立益 12,161 69,699

その他 15,755 29,435

営業外収益合計 72,345 135,739

営業外費用

支払利息 411 980

匿名組合投資損失 20,095 10,905

貸倒引当金繰入額 27 －

その他 7,133 1,843

営業外費用合計 27,666 13,729

経常損失（△） △1,273,635 △559,068

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,489 －

負ののれん発生益 59,151 －

投資有価証券売却益 9,351 4,416

取引所会員権払戻益 12,000 －

商品取引責任準備金戻入額 － 21,916

金融商品取引責任準備金戻入額 － 718

その他 21,801 1,123

特別利益合計 105,793 28,174
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

特別損失

固定資産除売却損 8,295 89,895

投資有価証券売却損 － 6,126

投資有価証券評価損 16,408 5,166

減損損失 － 113,737

退職特別加算金 37,536 5,000

その他 5,494 42,565

特別損失合計 67,734 262,490

税金等調整前四半期純損失（△） △1,235,576 △793,384

法人税、住民税及び事業税 55,856 28,324

法人税等調整額 △20,404 114,452

法人税等合計 35,452 142,777

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,271,028 △936,161

少数株主損失（△） △351,585 △206,637

四半期純損失（△） △919,443 △729,524
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,271,028 △936,161

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △104,600 △85,036

その他の包括利益合計 △104,600 △85,036

四半期包括利益 △1,375,629 △1,021,198

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,009,931 △802,500

少数株主に係る四半期包括利益 △365,697 △218,697
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【継続企業の前提に関する事項】

　　  該当事項はありません。

 

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　　　該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

賃貸料収入及び賃貸収入原価の計上区分の変更等

　不動産の賃貸料収入については、従来、営業外収益（賃貸料収入）、営業外費用（賃貸収入原価）として処理しており

ましたが、平成23年７月１日付で当社が持株会社体制へ移行することに伴い、賃貸料収入が主たる営業活動の成果であ

り、また、同収入の増加が見込まれることから、実態をより適切に表示するため、第1四半期連結会計期間より営業収益

（売上高）、売上原価として区分表示することといたしました。当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期及び前

連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。 

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第３四半期連結累計期間における営業収益が27,738千円、売上原価が21,401

千円増加し営業損失が6,337千円減少しております。

　また、同様の事由により、従来、投資その他の資産（投資不動産）として表示していた1,908,869千円を有形固定資産に

含めて表示しております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（連結納税制度の適用）

　第１四半期連結会計期間から連結納税制度を適用しております。　

　

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

（法人税率の変更等による影響） 

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114

号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年

法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及

び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は従来の40.7％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年

度に解消が見込まれる一時差異等については38.01％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込ま

れる一時差異等については35.64％となります。この税率変更により繰延税金負債の金額は8,903千円減少し、その他有価

証券評価差額金が8,903千円増加しております。繰延税金資産の金額及び法人税等調整額に係る影響額は軽微であります。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　　該当事項はありません。　
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

営業収益の区分表示　 

　当社が、平成23年７月１日付で持株会社体制へ移行することに伴い、主たる報告セグメントである投資・金融サービス

業の収益に対し、「生活・環境事業」、「スポーツ施設提供業」など各報告セグメントに係る事業の収益（売上高）の重

要性が増加しており、実態をより適切に表示するため、第１四半期連結会計期間より従来純額を営業収益（売上高）に含

めて表示していたものを、営業収益（売上高）、売上原価として区分表示することといたしました。これにより、従来の方

法と比べ、当第３四半期連結累計期間の売上高及び売上原価がそれぞれ740,328千円増加しております。 

　また、前第３四半期連結累計期間において、「生活・環境事業」、「スポーツ施設提供業」など各報告セグメントに係る

事業の収益純額344,109千円を営業収益（その他）に含めておりましたが、当第３四半期連結累計期間より営業収益（売

上高）に含めております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。  

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 134,455千円 82,746千円

　　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 33,055 3.5平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 23,611 2.5平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

　

報告セグメント
その他
（注）1

合計
調整額
（注）2　

四半期連結

損益計算書　　

計上額

（注）3　

投資・金融

サービス業

生活・環境

事業

スポーツ施

設提供業
不動産業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,754,301171,925198,28127,7382,152,2472,4812,154,729－ 2,154,729

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － － － －

計 1,754,301171,925198,28127,7382,152,2472,4812,154,729－ 2,154,729

セグメント利益又は

損失（△）
△795,394△168,45361,7776,337△895,731△34,344△930,076△388,237△1,318,313

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネット広告業等を含

んでおります。

　　　２．セグメント損失の調整額△388,237千円には、セグメント間取引消去12,501千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△400,738千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　　　４．会計方針の変更に記載のとおり、賃貸料収入及び賃貸収入原価の計上区分の変更を行ったことにより、遡及適

用を行う前と比べて、不動産業の売上高が27,738千円、セグメント利益が6,337千円増加しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　（重要な負ののれん発生益）

　　　　　「投資・金融サービス業」において、第１四半期連結会計期間に連結子会社㈱フジトミが特定株主から自己株式

を取得し、当社の同社に対する議決権保有割合が増加したことから、負ののれんが59,151千円発生しておりま

す。なお、当該負ののれんにつきましては、第１四半期連結会計期間において全額を負ののれん発生益として

特別利益に計上しております。　　　　　　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

　

報告セグメント
その他
（注）1

合計
調整額
（注）2　

四半期連結

損益計算書　　

計上額

（注）3　

投資・金融

サービス業

生活・環境

事業

スポーツ施

設提供業
不動産業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,331,338791,105324,73857,8962,505,07929,5962,534,676－ 2,534,676

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 39 149 23,65723,8453,500 27,345△27,345 －

計 1,331,338791,144324,88881,5532,528,92533,0962,562,022△27,3452,534,676

セグメント利益又は

損失（△）
△386,232△69,97928,57236,958△390,680△55,856△446,536△234,541△681,078

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネット広告業等を含

んでおります。

　　　２．セグメント損失の調整額△234,541千円には、セグメント間取引消去14,919千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△249,461千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

（変更理由）

　第１四半期連結会計期間において、当社が平成23年７月１日付で持株会社体制へ移行することに伴い、「マネジ

メント・アプローチ」に鑑みた経営者による業績管理区分に基づいた報告セグメントへの変更について検討した

結果、現在の報告セグメントをベースに、より分かりやすい区分・名称とするため変更を行うものであります。

　なお、当該変更は遡及適用され、前第３四半期連結累計期間の報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の

金額に関する情報は、遡及適用後のものとなっております。

　

（変更内容）

　旧　セグメント 　新　セグメント

　投資・金融サービス業

　　商品先物取引業

　　金融商品取引業（外国為替証拠金取引業）

　　金融商品取引業（証券業）

　投資・金融サービス業

　　商品先物取引業

　　金融商品取引業（外国為替証拠金取引業）

　　金融商品取引業（証券業）

　その他の事業

　　太陽光発電機、オール電化機器等の販売業

　　生命保険・損害保険の募集

　　ＬＥＤ照明等の販売事業

　　ゴルフ場関連事業

　　インターネット広告業　

　

　生活・環境事業

　　太陽光発電機、オール電化機器等の販売業

　　生命保険・損害保険の募集

　　ＬＥＤ照明等の販売事業　

　スポーツ施設提供業

　　ゴルフ場関連事業

　不動産業

　　不動産賃貸業

　　宅地建物取引業　

　その他

　　インターネット広告業　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当第３四半期連結会計期間において、連結子会社㈱フジトミの旧本社建物につき将来の使用が見込まれなく

なったため、帳簿価格の全額を減損しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間

において113,737千円であります。

　各報告セグメントの計上額は、投資・金融サービス業が88,462千円、生活・環境事業が25,274千円でありま

す。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 97円35銭 77円24銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純損失金額（千円） 919,443 729,524

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 919,443 729,524

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,444 9,444

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　

　

２【その他】

　当第３四半期連結会計期間において、連結子会社㈱共和トラストが受託した商品先物取引に関して１件の損害賠償

請求事件が発生し、現在係争中であります。これは当該会社の不法行為により損害を被ったとして、当該会社を被告と

して損害賠償請求を裁判所に提訴したものであり、損害賠償請求額は２百万円であります。これに対して当該会社は、

何ら不法行為は無かったことを主張しております。なお、結審に至るまでは相当期間を要するものと思われ、現時点で

は結果を予想することは困難であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月９日

株式会社小林洋行

取締役会　御中

至 誠 監 査 法 人

 

　
代表社員
業務執行社員
 

 公認会計士 吉　原　　　浩　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 浅　井　清　澄　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社小林洋行

の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。 

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小林洋行及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

強調事項

会計方針の変更等に記載の通り、会社は不動産の賃貸料収入及び賃貸収入原価について、従来、営業外収益及び営業外

費用として処理していたが、第1四半期連結会計期間より、営業収益及び売上原価として区分表示する方法に変更してい

る。

　また、セグメント情報Ⅱ２．報告セグメントの変更等に関する事項に記載の通り、会社は持株会社体制への移行に伴い、

移行後の業績管理区分に基づいた報告セグメントの区分・名称への変更を行った。

いずれも、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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